









本論文では､ 実学集合型実践共同体 (transdisciplinary communities of prac-
tice : TDCOP) の概念について検討する1)｡ 実学集合型実践共同体は Cundill
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1) transdisciplinary の訳語として ｢実学集合型｣ としている理由およびその意味につい
ては後述する｡
要 旨
本論文では､ 実学集合型実践共同体 (transdisciplinary communities of
practice : TDCOP) の概念について検討する｡ 実学集合型実践共同体は







(transformative boundary object) の研究について検討する｡ そしてこれま
での実践共同体の研究を概観し､ その有効性と限界について明らかにする｡
キーワード：実学集合型実践共同体 (transdisciplinary communities of prac-
tice : TDCOP)､ 実践共同体 (communities of practice)､ トラ
ンスディシプリナリー (実学集合的：transdisciplinality)､ 変
容型境界物象 (transformative boundary object)









(transformative boundary object) の研究について検討する｡ そしてこれまで
の実践共同体の研究を概観し､ その有効性と限界について明らかにする｡
 実学集合型実践共同体とは
実学集合型実践共同体は､ Cundill et al. (2015) によって提唱された概念
である｡ しかしその内容は従来の実践共同体研究とも通底するところも多い｡
本節ではまず Cundill et al. (2015) の実学集合型実践共同体研究についてみ
ていく｡
1. Cundill et al. (2015) の実学集合型実践共同体
(1) transdisciplinary 概念について






松 本 雄 一22
2) Cundill et al. (2015), p. 1. この論文はオンラインのみの論文であるため､ 最初のペー
ジを１ページ目として表記する｡
トランスディシプリナリー (transdisciplinary) という言葉は日本語にしづ
らく､ そのまま ｢トランスディシプリナリー研究｣ としている研究がほと
んどである3)｡ トランスディシプリナリー研究について笹森・田中・小村




学際的研究 (インターディシプリナリー) の研究を組み合わせたもの｣4) と
している｡ また佐藤 (2016) は ｢科学者・専門家に加えて､ 特定の課題の解
決にかかわる地域社会のステークホルダーと協働することを通じた知識生産
を､ インターディシプリナリー (学際性) を超えた 『トランスディシプリナ
リー・アプローチ』 という｣ として5)､ トランスディシプリナリー・アプロー
チを知識創造であると位置づけている｡ これらの意味を十分に理解するため､
以下では Tress et al. (2006) をもとに､ トランスディシプリナリー概念につ
いてみていくことにする｡
Tress et al. (2006) は disciplinary (単一分野)､ multidisciplinary (複数分野)､
participatory (参加的)､ interdisciplinary (学際的)､ transdisciplinary (トラン
スディシプリナリー) の５つの研究タイプを比較することで､ トランスディ
シプリナリー研究の意味を明確にしようとしている｡




研究であるとしている｡ 次に ｢multidisciplinary (複数分野)｣ について､ ｢複
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3) 佐藤 (2016) はトランスディシプリナリーについて適切な日本語訳はまだ確立されて
おらず､ ｢領域融合｣ ｢超学際｣ などの言葉があてられることもあるとしている (177
ページ)｡
4) 笹森・田中・小村 (2018)､ 69ページ｡





ている｡ ｢participatory (参加的)｣ については､ ｢問題解決のためにともに働
く学術研究者と非学術参加者が含まれるプロジェクトである｡ 学術研究者と
非学術参加者は知識を交換するが知識を創造するために異なる知識文化を統
合することに焦点は置かない｡ disciplinary (単一分野) と multidisciplinary
(複数分野) は非学術参加者は含まない｡ 参加的研究は調査は必要としない｣
としている｡ ｢interdisciplinary (学際的)｣ については､ 複数の無関連の学問
分野が新しい知識や理論を創造し､ 共通の研究目標を解決するために問題の
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図１ disciplinary (単一分野)､ multidisciplinary (複数分野)､ participatory

















｢transdisciplinary (トランスディシプリナリー)｣ は､ ｢共通の目標の研究と
新しい知識や理論の創造のために､ 非関連分野からの学術研究者と､ 土地所
有者や行政といった非学術参加者を統合するプロジェクトである｡ トランス
ディシプリナリーは interdisciplinary (学際的) と participatory (参加的) ア
プローチを組み合わせたものである｣ としている7)｡
Tress et al. (2006) による整理はトランスディシプリナリーの概念を理解
する上でとても重要である｡ トランスディシプリナリーの特徴はまず､ 多様
なステイクホルダーの参加､ 具体的には学術研究者だけではなく､ 非学術参
加者も含まれるという点である｡ interdisciplinary (学際的) との違いはそこ
にある｡ 非学術参加者は問題に対する理解も薄く､ 知識ももっていないとす
る ｢欠如モデル｣ (deficit model : Sturgis & Allum, 2004) の考え方ではなく､
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7) Tress et al. (2006), pp. 1517.

















土着的知識 (indigeous knowledge : Stevenson, 1996)､ 地球環境知 (佐藤､
2016 ; 2018) といわれるような､ その地域特有の非学術参加者しか持ってい
ないような知識を有効利用することが問題解決にとって重要である
(Mazzocchi, 2006)｡ 特に持続可能性の追求においては､ 一般の人々を巻き込
んでいくことが不可欠である (Salmi, 2005 ; ペムバ他､ 2018)｡ その失敗が
あれば目的を達成することは難しい (宮内､ 2018)｡ 次に複数の学術分野､
あるいはパラダイムの統合である｡ multidisciplinary (複数分野) は学術分野
やパラダイムの統合は考えず､ それぞれが独自の分野を維持したまま知識の
交換を行う｡ participatory (参加的) は多様なステイクホルダーが参加するが､
パラダイムや分野の違いをすりあわせることは行われない｡ しかしトランス
ディシプリナリーはそのような違いを乗り越え､ すりあわせる中で新しい知
識や理論､ また実践 (菊地､ 2018) を生み出すということである｡
Jahn et al. (2012) は､ トランスディシプリナリー研究の概念的理解が不足





理論､ 方法論､ 制度ではない､ トランスディシプリナリー性は科学と社会
の間 (すなわち学術従事者と非学術参加者との間) の相互学習の可能なプロ
セスを志向する､ 統合 (的アプローチ) はトランスディシプリナリー性の
大きな認知的挑戦である､ トランスディシプリナリー性はたいてい単一分
野内の実践も含む､ 持続可能な開発の研究ではトランスディシプリナリー
アプローチを必要とする､ の７点をあげている9)｡ その上で Jahn et al. (2012)
は､ トランスディシプリナリー性の概念モデルを下記のように提示している｡
この点については Lang et al. (2012) も､ 科学的実践と社会的実践を踏ま
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9) Jahn et al. (2012), pp. 2	4. 括弧内は筆者補足｡
えた問題設定やチーム構築が実学集合型研究プロセスにおいて重要であるこ

















































10) Jahn et al. (2012), p. 5 を参考に､ 筆者作成｡
プで行うことである｡
他方で持続可能性研究における学習の重要性を指摘する研究もある｡
Keen et al. (2005) は､ 持続可能性の研究に､ 成人学習の視点が重要である
と指摘している｡ 彼らは持続可能性のコンテクストでは､ 社会的学習を支援
する上で省察､ 協働､ 交渉､ 統合､ そしてシステム思考が中核的役割を果た
すとしている｡ Lang et al. (2012) は､ 共通の問題をめぐって学術研究者と
非学術参加者が共同作業する現場での知識創造に注意を払うべきであるとし
ている｡









宮内 (2018) は持続可能な環境作りのプロセスにおいては､ 多元的な価
値を承認する､ 複数のゴール､ 複数の制度､ 順応的な合意形成､ 学習､
順応的な支援､ の５つをあげており､ 最初のデザインにとどまらない順応
的な適応が重要であることを指摘しているが､ 学習では多様な知識を学ぶ
こと､ 外部の知識だけでなく内部 (地域) に目を向ける､ 学びを通じての関
係づくり､ ネットワークづくりが重要であることを合わせて指摘している｡
リード・アバーンティ (2018) は､ 越境的な社会的学習が持続可能性研究
にとって重要であることを指摘している｡ 彼女らは Argyris & (1978)
らの研究をもとに学習の深さを検討し､ のちにふれるような変容的学習
(Mejirow, 1991) をもたらすような社会的学習が必要であるとしている｡ そ
の上でリード・アバーンティ (2018) は学習のサイクルとして､ 問題設定・
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活動への参加・共有と対話・統合と共創・協議と意思決定・振り返りと評価
からなる学習サイクルを提唱し､ あわせて学習の深さを学習成果の指標とし
て用いている｡ 最後にリード・アバーンティ (2018) は､ 社会的学習を促進
するプラットフォームとして実践共同体をあげている｡ 深いレベルの学習を
促進する実践共同体という考え方は､ 松本 (2019) の研究とも符合するとこ
ろである｡
Regeer & Bunders (2003) は､ 分野横断的研究プロセスにおいて知識創造
を理解する上での学習の社会的理論の潜在的貢献に焦点を当て､ 特に知識統
合の目標をどのように理解するかを再考するための実践共同体の理論を用い
ることを提唱している｡ それをふまえて Cundill et al. (2015) は､ 分野横断
的実践共同体の概念を提示しているのである｡
以上のように transdisciplinary についての諸研究を検討したところで､ 本
論文における transdisciplinary の訳語を設定する｡ transdisciplinary は ｢学際
的｣ と訳されることもあるが､ Tress et al. (2006) の整理では学際的にあた
るのは interdisciplinary であり､ 非学術参加者を含むステイクホルダーの参
加は ｢学際的｣ という用語には見いだしづらく､ その意味を含める必要があ
る｡ 森 (2014) は transdisciplinary に ｢超学際的｣ という言葉を当てている｡
Tress et al. (2006) の分類において､ interdisciplinary のさらに上のレベルと
いう意味で適切であるが､ 実践共同体への修飾語としては､ 非学術参加者を
含むステイクホルダーの参加を促進する､ 巻き込んでいくという意味合いを
付与したいと考える｡ そこで本論文では､ 学術研究者と実践者 (practitio-
ner) が集まって問題解決に取り組むという意味で､ transdisciplinary を ｢実
学集合的｣ と訳すことにする｡ TDCOPは ｢実学集合型実践共同体｣ とする｡
これ以降は transdisciplinality (トランスディシプリナリー性) は ｢実学集合
性｣､ transdisciplinary research (トランスディシプリナリー研究) は ｢実学
集合的研究｣ とする｡
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(2) Cundill et al. (2015) の実学集合型実践共同体
transdisciplinary の意味について検討したところで､ それでは改めて､
Cundill et al. (2015) の実学集合型実践共同体の概念についてみていこう｡
彼らはもともと持続可能性研究における社会的な学習プロセスを研究してい
るが (Cundill, 2010)､ その環境的な促進要件として実学集合型実践共同体
の研究に至ったと考えられる｡
実学集合型実践共同体の概念を提唱する上で､ Cundill et al. (2015) は鍵
概念の検討を自身でも行っている｡ まずトランスディシプリナリー性につい






実践共同体概念については Cundill et al. (2015) は､ Lave & Wenger




れるとしている13)｡ その上で Cundill et al. (2015) は､ 異なるレベルの参加
が重要で期待される特徴であるとしている｡ 実践共同体の参加者はコア・メ
ンバー､ アクティブ・メンバー､ 周辺メンバー (およびアウトサイダー) に
分類されるが (Wenger et al., 2002)､ 彼らはコアメンバーが全体の15％､ ア
クティブメンバーが20％､ 残りの65％が周辺メンバーであるとした上で､ 周
辺メンバーも学習の上では活動を観察したりすることで重要であるとしてい
松 本 雄 一30
11) Cundill et al. (2015), p. 1.
12) これらの主要研究については松本 (2019) でレビューしている｡
13) Cundill et al. (2015), p. 2.
る14)｡
そして Cundill et al. (2015) はいよいよ実学集合型実践共同体 (TDCOP)




同創造する､ そして問題の枠組み､ 知識創造､ 知識適用の現在進行形で繰り
返すプロセスに含まれるとしている｡ やはり実践共同体と TDCOPを分ける
要素は社会環境問題への専門的関与と､ 横断的な人々の参加であるといえる｡
後者については Cundill et al. (2015) はまた､ 異質性に加えて TDCOPのメ
ンバーは他の領域の実践を実質的に管理し､ 科学や公式制度､ 市民社会といっ
た多様な領域に共有された知識を適用するとしている15)｡
ここまで整理したところで Cundill et al. (2015) は､ 自身の調査した２つ
の TDCOPの事例を紹介している｡ １つめは意図的に育成された TDCOPの
代表で､ アメリカ・アリゾナ州の砂漠の問題を解決するセンター (DCDC)
である16)｡ 主に水資源の長期的な意思決定を促進するべく､ 学術研究者､ 水
管理者､ 政策策定者の間で知識の共同創造を促進するためのものである｡ こ
のセンターは科学者と政策策定者の間での分野横断的相互作用を促進するた








14) Cundill et al. (2015), p. 2.
15) Cundill et al. (2015), p. 2.
16) 詳細は Crona & Parker (2011)､ ホワイト他 (2018) を参照｡
17) 詳細は Roux & Nel (2013)､ ホワイト他 (2018) を参照｡
う18)｡ Cundill et al. (2015) はこれらの事例をもとに､ TDCOPを育成する教
訓を提示している｡
その教訓とは､ 外部者のために意識的に ｢ベンチを設ける｣ こと､ 実
践共同体は人工的に生み出すことはできないが､ 養成することはできる､ 
TDCOPの促進にはパワーが問題となる､ の３点である｡ 順に説明すると､




る人々であり､ いわば ｢知的な隣人｣ である彼らの一部は主要メンバーとな
り､ 活動においてあるときには積極的な役割を担い､ またあるときには控え
めに役割を果たすとしている｡ そして成功する実践共同体は周辺参加を促進
し､ ｢サイドラインに彼らのためのベンチを作る｣ としている｡ 彼らの事例
では､ DCDCでは定例ミーティングや無料の食事の提供で参加を促すこと､
FEPAsでは多様なステイクホルダーが参加する機会をつくっているとして
いる｡ そして Cundill et al. (2015) は､ TDCOPにおいてもそのような行動
は重要であるとしている19)｡
２つ目の教訓である実践共同体は人工的に生み出すことはできないが､
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18) Cundill et al. (2015), pp. 23.










は､ Cundill et al. (2015) は､ 実践共同体の学習の概念は､ トランスディシ














Cundill et al. (2015) の研究は理論的というよりも実践的な教訓を提示す
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20) Cundill et al. (2015), p. 3.










関心や問題､ 熱意などを共有し､ その分野の知識や技能を､ 持続的な相互交
流を通じて深めていく人々の集団｣ であると定義されているが22)､ この定義
は実学集合型実践共同体の考え方から見れば､ ｢関心や問題､ 熱意などを共




このように考えれば､ Cundill et al. (2015) の ｢３つの教訓｣ もより真に
迫った形でわれわれに提示されているといえる｡ 外部者や周辺メンバーに対
して ｢ベンチを作る｣ のは､ 実践共同体の実践に携わるように参加を促す
以前に､ 彼らが興味関心をもつように実践を見られる機会や場所を作り､ 興
味関心をもつまで待たなければならないということである｡ さらにそれは
Leont’ev (1981) のいう ｢理解されているだけの動機 (only understandable
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しかし Cundill et al. (2015) の実学集合型実践共同体の構築の問題は､ こ
の３つの知見を提示するにとどまっている｡ その具体的な構築方法､ および
運用方法については今後の研究が必要である｡ すでにステイクホルダー・ワー
クショップ (久米・アクチャ､ 2018)､ 民間・行政の複合的イベント (菊地､
2018 ; 北村・大橋､ 2018)､ 生活圏における対話型熟議 (dialogic deliberation
on living sphere DID-LIS：ペムバ他､ 2018)､ といった知見は提示されてい
るものの､ 多様な研究を用いたその要件を追求する必要がある｡
2. Tsurusaki et al. (2013) の変容型境界物象
前節まで実学集合型実践共同体の概念について検討してきた｡ 実学集合型






しての役割 (佐藤､ 2018 ; 松田ほか､ 2018)､ 人々を結びつける ｢カタリス
ト｣ (上村､ 2018) といった役割を担うことが重要であることが示されてい
るが､ そのために重要な考え方が境界物象 (boundary object) である｡














本節ではまず Star & Griesemer (1989)､ および Wenger (1998) における
境界物象の考え方について振り返り､ そのあとその発展系といえる､ 変容型
境界物象 (transformative boundary object) についてみていく｡
(1) Star & Griesemer (1989)､ および Wenger (1998) における境界物
象23)
境界物象 (boundary object) について Wenger (1998) は､ 実践共同体が
相互のつながりを構築する人工物､ 書類､ 用語､ 概念､ その他の具象化の形
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23) 詳細は松本 (2017；2019) を参照｡




これをふまえて Wenger (1998) は､ 実践共同体と境界 (boundary) の関





Wenger (1998) は､ 実践共同体における意味は､ ｢意味の交渉｣ と呼ぶプ
ロセスの中にあるとしている｡ 意味の交渉 (negotiation of meaning) につい




ロセスにおいては､ ２つの構成仮定としての実践､ すなわち ｢参加｣ と ｢具




界における生活の社会的経験｣ であると Wenger (1998) は述べている｡ もち
ろん参加の対象は実践共同体であり､ Lave & Wenger (1991) から引き続い
ている概念であるが､ より広い概念としてとらえているようである｡ 参加は
このあと述べる ｢具象化｣ と対になる概念であり､ 実践共同体における経験
や実践(やってみること)を含み､アイデンティティの源泉になるのである27)｡
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25) Wenger (1998), pp. 106108.
26) Wenger (1998), pp. 103104.
27) Wenger (1998), pp. 5557.
｢具象化 (reification)｣ は辞書的な意味は ｢(抽象を) 実態のある存在と
して､ あるいは具体的な物質的事象として扱うこと｣ とされるが､ Wenger













ながりは２種類､ すなわち ｢境界物象｣ と ｢ブローカリング｣ である｡ ２つ
の形のつながりがお互いに影響し､ 参加と具象化のポリティクスは境界を超
えて広がるのである29)｡








松 本 雄 一38
28) Wenger (1998), pp. 5762.






別のチャネルのつながりであり､ 別々の特徴､ よさ､ 問題をもっている｡ 具
象的なつながり (＝境界物象によるつながり) は参加固有の時空的な限界を
超えることができるものの､ つながりの解釈の困難や固定化を招くことがあ




30) Wenger (1998), pp. 105 を参考に､ 筆者作成｡


















































が､ 一方的なつながりになる｡ 代理仲介は､ それぞれの代表者が仲介すると
意味交渉はメンバー間で起こる｡
そこから実践がどのようにつながりを生み出すかについて Wenger (1998)






その上で境界になる実践の形は３つに分けられる｡ 境界実践､ 重なり､ 周辺
である｡
境界実践 (boundary practice) は､ 境界の出会い (特にメンバーが多様な
とき) が相互の従事の形を作り始めるとき､ 実践も起こり始めるとしている
松 本 雄 一40
図５ 境界の出会いの３つのタイプ33)
1) １対１ 2) 没入 3) 代理仲介
32) Wenger (1998), pp. 110112.
33) Wenger (1998), pp. 113 を参考に､ 筆者作成｡
形である｡ その事業はコンフリクトを扱い､ パースペクティブを調和させ､
解決を見出すことで､ 境界を扱い､ つながりを維持する｡ したがって境界実
践の結果は集団的ブローカリングの形になる｡ 重なり (overlaps) は､ ２つ
の実践がオーバーラップすることで特殊な境界事業が生まれる｡ 双方の実践
共同体から両方から人が出てきて共同事業をやることで実践が生まれ､ 実践













34) Wenger (1998), p. 114 を参考に､ 筆者作成｡
35) Wenger (1998), pp. 113118.
36) Wenger (1998), pp. 118121.
図６ 実践による共同体連結の３つのタイプ34)
境界実践(boundary practice) 重なり(overlaps) 周辺(peripheries)
(2) Tsurusaki et al. (2013) の変容型境界物象
変容型境界物象 (transformative boundary object) は､ Tsurusaki et al.




ることを目指す､ 文化的に関連するペダゴジー (cultually relevant pedagogy：
CRP) を推進している37)｡ CRPは ｢知識やスキル､ 態度を与えるために文化
的対象を扱うことで､ 生徒を知的に､ 社会的に､ 感情的に力づける教育方法｣
とされている｡ その CRPの推進による文化変容 (acculturation) につなげる
上で､ 変容型境界物象が用いられる｡ 境界物象とは､ Tsurusaki et al. (2013)
は､ 先にふれた Star & Griesemer (1989) や Wenger (1998) らの研究にふ




Lee (2007) の言葉を借りればたんに境界を越えるというより ｢押す｣､ ある
いは境界自体を探求し､ 試し､ 交渉するという意味合いであるという38)｡ そ
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37) この場合のペダゴジーは Knowles (1980) のアンドラゴジー・ペダゴジーの類型では
なく､ 教育方法一般を指す｡
38) Lee (2007), pp. 307308, p. 335 も参照｡
り､ あるいは解体し変容させることもあるという｡ それは科学の学習にとっ
て強力な学習の機会を与えることにつながるとしている｡
その上で Tsurusaki et al. (2013) は､ 実際の教育事例を使って説明してい
る｡ 彼らの事例において境界物象は､ 棒グラフや科学的リサーチ・クエスチョ



















































39) Tsurusaki et al. (2012), p. 13 を参考に､ 筆者作成｡
ミュニティを連結し変容させることにつながる授業を展開している｡
Tsurusaki et al. (2013) は実践共同体を概念として用いてはいないが､ 教
室､ 学校､ 家庭､ 地域社会といった多様なコミュニティが複合的に折り重なっ




Tsurusaki et al. (2013) の変容型境界物象は､ Wenger (1998) の境界物象
の考え方を踏まえ､ さらに意味を付与しているものであるといえる｡ それは
境界物象がたんに境界横断を促進する物象であるというところからスタート






といえる｡ それに加えて Tsurusaki et al. (2013) は､ ｢変容型｣ (transfor-
mative) という用語にもう１つの ｢変容｣ を含んでいると考えられる｡ それ
は Mejirow (1991) の ｢変容的学習 (transformative learning)｣ という意味で
の変容､ すなわち準拠枠 (frame of reference) あるいは意味パースペクティ




すること､ ｢パースペクティブ変容 (perspective transformation)｣ こそが成
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40) Mejirow (1991) を含めた成人学習論は､ 松本 (2015；2019) を参照｡
41) Mejirow (1991：邦訳)､ 169ページ｡
人学習にとって重要であるとしている｡ それは経営学においては Argyris &
(1978) のダブル・ループ学習､ 加護野 (1988) のパラダイム転換の
ような高次学習を意味するが､ それが個人レベルでも集団レベルでも､ 変容
型境界物象は実践共同体の成員の変容的学習を促進するものであるといえる｡
そしてリード・アバーンティ (2018) の主張するように､ それは実学集合的
な境界横断を促進し､ 変容的学習をもたらすものであるといえるのである｡
それでは変容型境界物象はどのような条件を備えたものであるかについて




1991)､ 成人にあわせた教育・学習の方法､ 学び方の学習と､ 自己決定的な
探求の技能の学習 (Knowles, 1980)､ 問題解決型教育 (Freire, 1970) といっ
た方法論が､ ダブル・ループ学習 (Argyris & , 1978)､ パラダイム転

















Brown, 1999 ; 荒木, 2008b)｡ 既存研究においてもそのことは多くの研究が取
り上げている｡
Borzillo & Kaminska-Labbe (2011) は､ 実践共同体の知識創造について､
複雑性理論からのアプローチを試みている｡ 彼らは実践共同体における知識
創造には４つの概念､ すなわち適応的緊張 (adaptive tension：外的制約条件
から生じる､ システムと環境の間を整合させようとすること)､ リーダーシッ











Buckley & Carter (2004) は､ 組織内での知識結合を阻害する知識ベース
ロスの原因を３つあげている｡ １つは時間的・空間的距離､ ２つめに知識境
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現場感覚)､ 知識創造する (現場への没入､ 省察､ 記録)､ 境界横断する
(位置づけ､ 他者を巻き込む､ メンバーシップを育む､ 壁を壊す) といった
行動指針が求められるとしている｡















いるのであり (Cundill et al., 2015)､ その意味で知識創造の研究は実学集合
型実践共同体に貢献できるところはある｡ Iedema, Meyerkort & White
(2005) の行動指針は実学集合型実践共同体の自己組織性につながるもので








ること､ といった指摘は､ そのまま用いることができよう｡ そして Buckley
& Carter (2004) 知識ベースロスの３つの原因､ すなわち時間的・空間的距
離､ 知識境界 (knowledge boundary：個人の認知的知識や専門の違い､ 言語
や社会規範､ アイデンティティ､ 意味生成のタイプの違いなど)､ 影響的行





Scott & Walsham (2005) は､ 組織における評判 (reputation) とそのリス
クについて考察している｡ その中で彼らは評判が境界物象 (boundary object)
となって､ 横断的共同体を結びつける役割を果たすとしている｡ 実践共同体







と (localized)､ 現場の実践や経験に埋め込まれていること (embedded)､ 知
識を発達させる価値を示す方法ややり方､ 成功に注ぎ込まれていること (in-
vested) の３つをあげている｡ そして製造業の会社の４つの実践共同体 (販
売・マーケティング､ デザイン設計､ 製造設計､ 生産) における知識の広が






















を最小限に導入することの有効性 (構造的次元) に加えて､ 境界物象となる
ような考え方や知識を他者に説明することが､ 実践共同体を活性化する必要
要件 (認識的次元) であるとしている｡
Salminen-Karlsson (2014) は､ 多国籍企業のオンライン実践共同体の効果







これらの境界物象の研究は､ 根本的な問題､ すなわち ｢何が境界物象なの
か｣ を考える上で役に立つ｡ Scott & Walsham (2005) は､ 組織における評
判 (reputation) が境界物象 (boundary object) となって､ 横断的共同体を
結びつける役割を果たすとしている｡ Carlile (2002) は新製品開発について
調査し､ データベースなどのリポジトリ､ 標準化されたフォームや方法､ 物
象やモデル､ 境界マップといった境界物象が知識共有や問題解決に有効であ
るとしている｡ Kimble & Hildret (2005) と Salminen-Karlsson (2014) は､
文書などの具象化された人工物が､ 人間関係やイノベーションを刺激する役
割を果たすこと､ Thompson (2005) は､ 潜在的な参加者が合流して相互作
用しやすいように､ 文化的なシンボルになるようなインフラ (道具やツール)
を最小限に導入することの有効性 (構造的次元) に加えて､ 境界物象となる
ような考え方や知識を他者に説明することが､ 実践共同体を活性化する必要




Gherardi & Nicolini (2000) は､ 組織における安全への意識や安全文化の
構築に実践共同体が寄与することを指摘し､ 学習とアイデンティティの変容
が不可分のものであることを実践レベルで指摘している｡ Gherardi &




Schepers & van den Berg (2007) は､ 組織における仕事関連の創造性を高
める要因について､ アドホクラシー文化の知覚や従業員の参加､ 知識共有活
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動が組織の創造性を高めること､ 創造性を高める知識共有活動の促進には､
実践共同体の構築が有効であることを指摘している｡
Boland & Tenkasi (1995) は､ ｢パースペクティブづくり (perspective mak-
ing)｣､ すなわち共同体特有の知識を強くするコミュニケーションと､ ｢パー


















考えている｡ そして ｢コウノトリが住める環境は､ 人間にとってもよい環境｣









プロセス､ ｢生活化｣ が求められるとしている43)｡ 佐藤 (2016) はこの事例
におけるコウノトリのように､ 生態系サービスを介した人と自然のつながり




げられる｡ 彼らは､ 境界物象が創発される組織として､ バウンダリー・オー





ワイト他 (2018) は､ Cundill et al. (2015) でもとりあげた DCDCを事例と
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43) 菊地 (2018)､ 107114ページ｡
44) 佐藤 (2016)､ 86ページ｡ 佐藤 (2016) は環境アイコンは複数の性質をあわせ持った
ものであるとしている｡
註表 環境アイコンの多様性 (佐藤､ 2016､ 89 ページより再掲)































バウンダリー・スパニング・リーダーシップ (Ernst & Chrobot-Mason, 2011)






, 1987 ; 2016) の枠組みでは､ 文化的に多様な複数の相異なる組織 (た
とえば､ 学校と職場) の間の相互作用､ ネットワークやパートナーシップ､
対話や共同を分析し新たにデザインすることを考慮している45)｡ Senge
(1990) の ｢学習する組織｣ 論の枠組みでは､ 多様な成員の心理的エネルギー
の有効化 (伊丹・加護野､ 2003) ともいえる ｢チーム学習｣ の原理を紹介し
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45) 山住 (2008)､ 19ページ｡
ているし､ 学習意欲 (市川､ 2001) を含めたモティベーションの研究 (たと





本論文では実学集合型実践共同体 (transdisciplinary communities of prac-
tice : TDCOP) の概念について検討してきた｡ 実践共同体の既存研究と重な
る部分は大きいものの､ 実学集合性の検討とあわせて､ 非学術参加者や実践
共同体の外部者をいかに巻き込んでいくかという問題を主眼に据えた概念で




グ (issue selling)､ すなわち他者の問題への注意と理解に影響を及ぼさせる
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